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【活動名】 教職大学院と教育委員会の協働による学校管理職養成のシステムとコンテンツの開発 
解決すべき課題： ※どんな問題を解決しましたか？ 
 
 現在、日本には学校管理職の養成のシステムは存在しない。この場合、「養成」とは登用前のステージにおける学校管理職候補者を対象とする計画
的・組織的な育成を指し、就任以降の「研修」とは区別される。現実には、勤務校における校長によるパーソナルな登用試験受験の「声掛け」と地区等で
開催されるインフォーマルな研修会（登用試験受験指導）に参加し、そのまま登用試験を受験するという手続きを経る。そこには、計画的・組織的な養
成はない。 
 そのため、日本の学校管理職（特に教頭）は学校管理職としての基礎的なリテラシー能力のないままに、教頭等として異動した赴任校でいきなり学校
経営業務を担当することとなる。この点、新たな学校管理職の養成のシステムとコンテンツの形成が求められる。 
 
目的や背景： ※解決すべき課題の背景や、活動の目的をおしえてください 
 
 学校管理職養成のシステムを構築するには、従来の教員研修事業の体系と内容を大きく見直さなければならないという課題がある。その課題とは、具体
的には以下の二点にある。 
１．新たに教頭及び校長養成のための学校管理職養成研修をどのように事業化するか。 
２．県教育委員会派遣研修教員を対象に新たに教職大学院に学校管理職養成のためのコースをどのように設置するか。 
 
活動内容： ※何をしましたか？ 

※「研修成果活用部門」については、研修のどういう内容を活用して課題解決につなげたかがわかるように記載して下さい。 
 

第一に岐阜県教育委員会と協議・協働して、日本で初めての学校
管理職（教頭）養成のための研修講習を事業化した。第二に今年
度、岐阜大学教職大学院に日本で初めての学校管理職養成コースを
設置した。 
第一の研修講習の事業化については、前年度に学校管理職としての
育成指標（資質能力基準）とカリキュラム標準を研究開発し、岐阜地
区を対象として講習を試行的に行った。さらに、今年度実際に学校管理
職養成研修講習を実施運営するとともにその成果を検証した。 
第二の教職大学院学校管理職養成コースについては、主に学校管
理職のコンピテンシーの育成のために特に編成した新規科目・学校管理
職養成実習（教育行政実習、学校経営実習）を実施運営するととも
に、その成果を省察した。 
 
活動の成果： ※それによって、どんな成果が得られましたか？ 
 
 学校管理職養成講習に関しては、受講生による一定の力量向上のイメージが確認され
た。それは、特に学校経営専門職としての重要な能力である組織経営能力や組織開発能
力の領域において顕著であった。それは、理論知を中心としたものであるが、一定のリテラシー
の向上を意味すると言える。 
 教職大学院学校管理職養成コースにおける学校管理職養成実習（教育行政実習、学
校経営実習）に関しては、実習者のレポートや報告からインターン実習を方法とした一定の
コンピテンシーの向上が確認された。 
 
アピールポイント（アイディア）： ※もっとも、がんばったこと、注目したことをアピールしてください。 
  
本開発は、日本で初めての学校管理職養成の事業化（地方における学校管理職養成の研修事業化、教職大学院における学校管理職養成コース
の設置）を行い、その検証を行ったものである。その意味では、ナショナルな次元での教育政策上のパイロット的事業であるとともに、その成果にもとづく開発
モデルは大きく全国に対して汎用性を持つと考える。 
 
文献 
1)篠原清昭編著(2017)「世界の学校管理職養成」ジダイ社. 
2)篠原清昭・平澤紀子･田村知子・棚野勝文(2018)教職大学院と教育委員会の協働による学校管理職養成のシステムとコンテンツの開発.岐阜大
学教職大学院紀要, 1, 45-53. 




